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事 業 者 排 出 誡 減 計 画 書
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株式会社ローツシ
近機ローノン支社長 典旧 ― R ほ
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江 in'普するoに 1■、 レ印を記入してください。竹たⅢ祥十以タトで自主告力けされわ打キ者の方ti、 レⅢⅢの記入Ⅲ干要で'→

2 1■平年度〕と!ti」Wサ町H〕め前年〔を r日 い午rJと ti;」w"問 のRや年度をいいすす)

' 1■■所年コトtuに分Jと , ■ ‖Ⅲイ的の■Ⅲ所守のlF業,モ1ルのためのヽネ′|ギー′)1■加にH:い止生する担宝効!【ガイを、 `怖せ車両1■出E分 J
と, ロ チ"車llと1'■古についてH性加の■処のに世を京袖llFr的七するiF両のコFitするRi l l早ガスを、執道二,キ甘についてはい■する時物‖i
" ヌヽ【■方【を:=両の対!」する1■生'"封こカスを f十 の他ll i】に分」と11 上記″ 卜′j京笥;,付的にiSけるⅢ■所守の11本itJ"に伴い■生す,「i品生lll
J ガヽスをいいます。

J「 竹配チj妥J t4■ 平成2年【 て1990年 度)七■11とした!〕十出」との刈〕ヒやヽイルギーいHi位く,(エコト出をt 付 エネ担品,15さなどlL士の根=
幼■ガス冊山削減ナ、の章敵、グリーン側せの様用、付定フ●ンなど′,各例1指定タトの根ミ効早ガスめHJはなどを記入してくださいぅ

4寺定事来者の

主たる業lI

コン ビニエンスス トア Ⅲロー ノン」のフランチャイズチェーン展開

該当する事業
者要作

ワ
昼せぞ十盗禄ぽ」Tフ マ騨智ほ野号

則劉 御 彬 郵 難 側 慎工れ レギー使用事業者 け抑脚凱

「 京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第2号又は第3号該当事業者 (大規模運送trn業者 (トラック
又はパス100台以上/タ クシー150台以上/鉄 道+両 150両以上)

!京都府地球温lx4化対策条例施行規貝J第10条 第4号該当事業者 (そのイLの温室効果ガスの大規模排出
事業者 (二酸化炭素に換算して3】000トン以_L) )

計 画 別 l n g平成 18 年  4 月 平成  20 年 3 月

基 本 方 全 と下万ri!it 19七氏泊lriの島り波ワ〃ンリン陥■のtIむにfrけじ0」‖出世Hり限に1スけ組みます。また、当rt!よコレビ■「Lンスストア″)フランチャ
イズ■部てあるたIrjヵn理店分も含めて計画 している.打 業itrらのll大 (店帥敦の'印加)力|と然であり co2お コト出ユでの141故(4'な く CO
2J卜出'単 位 〈【=―(0!′床面fl せ キ時的)の n'波と日指します、

推 進 体 行! 圭Ln]には' Ⅲ々ヒ対Hlに‖RりH■けため庶lj4マネツメントシステムを導入してお り、原研「 ■の豊車索刃rくほ翻笛お)で もISO I J Oいを解Fi鳩得して
いますⅢ女社長せ宅行■に者とし 副 支社スを,L遊章に者として 車 lT : 1面のオ々とその進tF督型lt  H lを1ド楽します

午贋 ごとの具

体的な取組及
びteL置

コ 71

l S 1 9 店舗部門 ‖P,iⅢ,14 rl…ぃ,1システムの中人 ,■作‖F,■,1川t代 ■出R け trヒーターの11仰!ミ性′)堂十1ヒ,ホ

lJ、  lU 営業部Fl 首圭河車両セツースアッフ町判に低盗■草 順ヽ次入学する。

温室効果ガス
の排出畳等 排出区分

基準午慶 (英頼 ,

(17)年 度
〈二破fヒ慎ヨ〔携,(“ ))

日料年度 (計四)

(19)年 度
(二監Fヒ炭燕換革 て1))

削 減 率

(計画 )
(%)

A事 業所等排出区分 12,674 t 13,163 t 386 %

B輸 送車両4JF出区分 O t %

Cそ の他排出区分 t t %

排出合計 車,                12,674 t Ⅲ“            13,163 t 386 ″

その他の地球
温咳|ヒ対策に

よるlP4室効果
ガスの削減畿

等

対策等の区分
目標年度 (計画)

tiい に宝尭J4専 tt,,

森林の保全及び整備 (_/前itt ltl, ha (吸収量リ t

肘内産の本材の利用 てキⅢ加上) lll= 〈nttxュ) t

自然エネルギーを利用 した電
力又は熱の供給

〈売電ユ) (制茂歌) t

て熱性給丑) (印〕茂jL) t

グリーン電力の購入 〈叫入最) (IⅢ磁立) t

削減量等合計 ■Ⅲ          00 t

差引排出量

て排出合i 一ヽ前嶋 寺さFl)

基準年度 (実績) 日標年度 (計画) ll l減平 (計画)
Ⅲ'                12 67J t tt!〕―てヽo,          131163 t 386 %

竹 記  事  項 当社はコンビニエンスス トアのフランチャイス不部であるため加盟店分も言めて計画 している。事業活17 1
の拡大 (店帥数の増加)が 必然であり、総排出量では38 6 %の増力Pとなります。ただし、CV S各 社が加
盟する日本フランチャイズチェーン協会としての基準であるC0 2排 出原単位 (1 =―C0 2 /床面積 ・営業時
間)で は、基Jr年 (平成17年)は 「00 4 9 0 k `―C 0 2 /床面積 営 業時Pn 3」、日標年 (平成 19年 )は
「0 0 4 6 S k g  C 0 2 /床面和 営 業時間」であり、基rt年比で 「45 S %」の削減を見込みます。

担 当
”
” 署

担 当 者 氏 名

住 ルF

FLp
ヤ
■
ロ 呑 号

フ ァ ク シ ミ リ番 号


